2012年11月15日
地方公務員の自律的労使関係制度の確立に関する
法案の閣議決定に対する見解
自治労書記長　　氏家　常雄
1.　11月15日、地方公務員に自律的労使関係を措置するため、地方公務員法等改正案および地方公務員の労働関係に関する法律案が閣議決定された。これは、警察職員や幹部職員を除く一般職の地方公務員に協約締結権を回復するとともに、消防職員に団結権を付与し、当局との交渉を認めるものである。
2.　自治労はこの間、連合・公務労協とともに、法案の早期閣議決定に向け、政府および与野党対策に全力を傾注してきた。とくに、先の通常国会で、国公関連4法案が継続審議とされたこととあわせ、川端総務大臣（当時）が「地方三団体の理解が得られていない」ことを理由に、通常国会への法案提出を断念したことについては、「信頼関係をないがしろにする行為」として、厳しく批判してきた。結果として、「国と地方の協議の場」等における地方六団体の依然として強い反対姿勢にもかかわらず、法案の閣議決定に至ったことについては、積極的に評価する。
3.　法案内容については、①施行日が3年半以内（消防はさらにその3年後）とされていること、②労働基準監督権限や57条問題が今後の課題とされたこと、③条例に等級別基準職務分類表を定めるとされたことなど、この間指摘してきた問題点に十分には応えられておらず、全面的に歓迎することはできない。さらに、消防職員については協約締結権の付与に到達できなかったことは、5月に公表された「改革素案」からの後退であり、残念である。
4.　しかし、1952年以降、一貫して制約され続けてきた公務員の労働基本権の回復に向けた扉を開く大改正であることは確かである。また、民主党の政権基盤は非常に不安定であり、国会情勢がより混迷を深める今日においては、一刻も早い法案確定こそが最重要であった。したがって、現時点での到達点と受け止めるものである。
5.　全国の6割の自治体で独自の賃金カットが実施され、国家公務員についてもこの4月から7％を超える給与削減が行われている。人勧制度がすでに本来の代償機能を喪失していることは明らかであり、憲法解釈としても、ILOから7回にわたり勧告を受けている国際情勢からも、新制度への転換は、すでに「待ったなし」である。この閣議決定を60年以上に及ぶ労働基本権制約の歴史的転換点と位置づけ、民主的な公務員制度改革実現に向け、連合・公務労協とともに組織の総力を挙げて取り組んでいくこととする。
以上
